
○国分寺市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則 

平成28年３月31日 

規則第57号 

改正 平成29年４月28日規則第38号 

令和２年６月15日規則第55号 

令和３年１月28日規則第３号 

令和３年３月24日規則第19号 

令和３年６月30日規則第59号 

令和４年３月25日規則第17号 

令和４年12月26日規則第113号 

令和５年３月30日規則第22号 

令和６年３月29日規則第15号 

（題名改称） 

令和７年３月31日規則第59号 

（趣旨） 

第１条 この細則は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律

第53号。以下「法」という。）、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施

行令（平成28年政令第８号。以下「令」という。）及び建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行規則（平成28年国土交通省令第５号。以下「規則」という。）

の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（令和６年規則第15号・一部改正） 

（定義） 

第２条 この細則における用語の意義は、法、令及び規則の例による。 

（適合性確認機関） 

第３条 法第29条（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定）第１項の規定による建築

物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請（以下「計画認定申請」という。）又は法

第31条（建築物エネルギー消費性能向上計画の変更）第１項の規定による建築物エネル

ギー消費性能向上計画の変更の認定の申請（以下「計画変更認定申請」という。）をし

ようとする者は、当該申請の前に、当該申請が法第30条（建築物エネルギー消費性能向

上計画の認定基準等）第１項各号に掲げる基準に適合しているか否かについて、次の各

号の区分に応じ、当該各号に定める者（以下「適合性確認機関」という。）による審査



を受けることができる。 

(1) 住宅部分のみを有する建築物に係る認定の申請の場合 住宅の品質確保の促進等に

関する法律（平成11年法律第81号。以下「品確法」という。）第５条（住宅性能評

価）第１項に規定する登録住宅性能評価機関 

(2) 非住宅部分のみを有する建築物に係る認定の申請の場合 法第14条（登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関による建築物エネルギー消費性能適合性判定の実施）第１

項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

(3) 前２号の建築物以外の建築物に係る認定の申請の場合 品確法第５条第１項に規定

する登録及び法第14条第１項に規定する登録を受けた者 

２ 国分寺市事務手数料条例（昭和34年条例第11号）別表第２の89の項及び90の項の市長

が指定する者は、第１項各号の区分に応じ、当該各号に定める者とする。 

（令和２年規則第55号・令和３年規則第３号・令和４年規則第17号・令和５年規

則第22号・令和６年規則第15号・令和７年規則第59号・一部改正） 

（複数建築物に係る計画認定申請等） 

第４条 計画認定申請及び計画変更認定申請のうち、申請建築物及び他の建築物（以下

「複数建築物」という。）に係る計画認定申請又は計画変更認定申請をしようとする者

は、当該申請建築物を所管する所管行政庁に申請するものとする。 

（令和２年規則第55号・追加） 

（建築物エネルギー消費性能確保計画に添付する図書及び調書） 

第５条 規則第３条（建築物エネルギー消費性能確保計画に関する書類の様式）第１項に

規定する所管行政庁が必要と認める図書は、次に掲げるものとする。 

(1) 申請に係る建築物エネルギー消費性能確保計画が建築物エネルギー消費性能基準に

適合することを示す次に掲げる書類のいずれかを有する場合には、当該書類 

ア 品確法第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書（提出又は通知に係る住宅が

建築物エネルギー消費性能基準に適合する住宅と同等以上のエネルギー消費性能を

有するものである旨の設計住宅性能評価に限る。以下「設計住宅性能評価書」とい

う。）又はその写し 

イ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）第７条（認定の

通知）に規定する認定の通知書（以下「長期優良住宅認定通知書」という。）又は

その写し 

ウ 品確法第６条の２第３項に規定する長期使用構造等である旨の確認書（以下「長



期使用構造等確認書」という。）又はその写し 

エ 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成24年国土交通省令第86号）第

43条（低炭素建築物新築等計画の認定の通知）第１項の規定による認定の通知書

（以下「低炭素建築物認定通知書」という。）又はその写し 

オ 規則第24条（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の通知）第１項の規定に

よる認定の通知書（以下「性能向上計画認定通知書」という。）又はその写し 

(2) 次のア又はイに掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定める様式 

ア 適合性判定（法第11条（建築物エネルギー消費性能適合性判定）第１項又は第12

条（国等に対する建築物エネルギー消費性能適合性判定に関する手続の特例）第２

項の規定による建築物エネルギー消費性能適合性判定をいう。） 事務手数料額計

算書（様式第１号） 

イ 計画変更適合性判定（法第11条第２項又は第12条第３項の規定による建築物エネ

ルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定をい

う。） 事務手数料額計算書（様式第２号） 

２ 規則第３条第３項に規定する所管行政庁が不要と認める図書は、前項第１号の書類を

添付する場合において、同条第１項に掲げる図書のうち市長が不要と認める図書とす

る。 

３ 国分寺市事務手数料条例別表第２の92の項(1)の項及び93の項(1)の項に規定する市長

が定める書類は、第１項第１号に掲げる図書とする。 

（平成29年規則第38号・一部改正、令和２年規則第55号・旧第４条繰下・一部改

正、令和３年規則第３号・令和４年規則第113号・令和５年規則第22号・令和７年

規則第59号・一部改正） 

（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定に添付する図書） 

第６条 規則第20条（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請）第１項に規定す

る所管行政庁が必要と認める図書は、次に掲げるものとする。 

(1) 申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が法第30条第１項各号に掲げる基準

に適合することを示す次に掲げる書類を有する場合にあっては、当該書類 

ア 法第14条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関による技術的

審査適合証 

イ 設計住宅性能評価書の写し 

(2) 次のアからエにまで掲げる区分に応じ、当該アからエまでに定める様式 



ア 計画認定申請（イに係る申請を除く。）の場合 事務手数料額計算書（様式第３

号） 

イ 複数建築物に係る計画認定申請の場合 事務手数料額計算書（様式第４号） 

ウ 計画変更認定申請（エに係る申請を除く。）の場合 事務手数料額計算書（様式

第５号） 

エ 複数建築物に係る計画変更認定申請の場合 事務手数料額計算書（様式第６号） 

(3) その他申請に係る建築物のエネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能基準に

適合することが確認できる図書で市長が必要と認めるもの 

２ 規則第20条第３項に規定する所管行政庁が不要と認める図書は、前項第１号の書類を

添付する場合において、規則第20条第１項に掲げる図書のうち市長が不要と認める図書

とする。 

（平成29年規則第38号・一部改正、令和２年規則第55号・旧第５条繰下・一部改

正、令和５年規則第22号・令和７年規則第59号・一部改正） 

（建築基準関係規定の審査を受ける場合の構造計算適合性判定及び特定建築基準適合審

査） 

第７条 計画認定申請又は計画変更認定申請をしようとする者は、法第30条第２項（法第

31条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出をする場合で、当該申出

に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が、建築基準法第６条（建築物の建築等に関

する申請及び確認）第１項の規定による確認の申請をする場合に、同法第６条の３（構

造計算適合性判定）第１項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に

適合するかどうかの確認審査を要するものであるときは、同条の規定に準じた手続等を

行うものとする。 

（令和２年規則第55号・旧第６条繰下、令和３年規則第３号・令和７年規則第59

号・一部改正） 

（計画の通知） 

第８条 法第30条第３項（法第31条第２項において準用する場合を含む。）の規定による

通知は、計画通知書（様式第７号）に建築基準法第６条第１項（同法第87条（用途の変

更に対するこの法律の準用）第１項において準用する場合を含む。）の確認の申請書を

添えて建築主事に行うものとする。 

（令和２年規則第55号・旧第７条繰下・一部改正、令和３年規則第３号・令和７

年規則第59号・一部改正） 



（取下げ） 

第９条 適合性判定若しくは計画変更適合性判定を提出又は通知した者は、市長が当該提

出又は通知に対する適合判定通知書を交付する前に、これらの提出又は通知を取り下げ

ようとするときは、取下げ届（様式第８号）の正本及び副本を市長に届け出なければな

らない。 

２ 計画認定申請又は計画変更認定申請をした者は、市長が計画の認定又は計画の変更認

定をする前に、これらの申請を取り下げようとするときは、取下げ届（様式第９号）の

正本及び副本により市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前条の通知を行った場合で前項の取下げ届の提出があったときは、取下げ通

知書（様式第10号）により建築主事に通知しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の取下げ届の副本は、当該申請をした者に返還するものとする。 

（令和２年規則第55号・旧第８条繰下・一部改正、令和７年規則第59号・一部改

正） 

（認定しない旨の通知） 

第10条 市長は、計画認定申請に係る計画又は計画変更認定申請に係る計画が法第30条第

１項各号に掲げる基準に適合しない場合、基準適合認定申請に係る建築物が建築物エネ

ルギー消費性能基準に適合しない場合、建築主事から同条第４項の規定で準用する建築

基準法第18条第15項の規定による通知を受けた場合（法第31条第２項において準用する

場合を含む。）又は規則若しくはこの細則に違反していると認める場合は、当該申請を

認定しないものとし、認定しない旨の通知書（様式第11号）により当該申請をした者に

通知するものとする。 

（令和２年規則第55号・旧第９条繰下・一部改正、令和３年規則第３号・令和７

年規則第59号・一部改正） 

（新築等の状況の報告） 

第11条 認定建築主は、法第32条（認定建築主に対する報告の徴収）の規定により、当該

認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づくエネルギー消費性能の一層の向上のた

めの建築物の新築等の状況について報告を求められた場合は、新築等状況報告書（様式

第12号）に報告内容を説明するための図書を添えて、市長に報告するものとする。 

（令和２年規則第55号・旧第10条繰下・一部改正、令和３年規則第３号・令和７

年規則第59号・一部改正） 

（取りやめる旨の届出） 



第12条 適合性判定又は計画変更適合性判定に係る適合判定通知書の交付を受けた建築主

は、建築物エネルギー消費性能確保計画に基づく建築物の建築を取りやめるときは、建

築取りやめ届（様式第13号）の正本及び副本に、適合判定通知書又は認定取消通知書を

添付して、市長に届け出なければならない。 

２ 認定建築主は、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づく建築物の建築を取り

やめるときは、建築取りやめ届（様式第13号の２）の正本及び副本に、建築物エネルギ

ー消費性能向上計画認定通知書（変更認定を受けた者は、建築物エネルギー消費性能向

上計画認定通知書及び建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定通知書）を添えて、

市長に届け出なければならない。 

３ 第１項及び前項の取りやめ届の副本は、届出をした者に返還するものとする。 

（令和２年規則第55号・旧第11条繰下・一部改正、令和７年規則第59号・一部改

正） 

（工事の完了の報告） 

第13条 認定建築主は、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づく建築物の建築工

事が完了したときは、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める書面その他必要な書類

を添えて、市長に報告するものとする。 

(1) 計画に従って建築工事が行われたことを建築士等が確認した場合 工事完了報告書

（様式第14号） 

(2) 前号以外の場合 工事完了報告書（様式第15号） 

（令和２年規則第55号・旧第12条繰下・一部改正） 

（報告、検査等） 

第14条 建築主等は、法第15条（報告、検査等）第１項の規定により、建築物エネルギー

消費性能基準への適合に関する事項に関し報告を求められた場合は、建築物エネルギー

消費性能基準への適合に関する報告書（様式第16号）により市長に報告するものとす

る。 

（平成29年規則第38号・一部改正、令和２年規則第55号・旧第13条繰下・一部改

正、令和３年規則第３号・令和７年規則第59号・一部改正） 

（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の取消しの通知） 

第15条 市長は、法第34条（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の取消し）の規定

による取消しを行った場合は、認定取消通知書（様式第17号）により認定建築主に通知

するものとする。 



（平成29年規則第38号・一部改正、令和２年規則第55号・旧第14条繰下・一部改

正、令和３年規則第３号・令和７年規則第59号・一部改正） 

（建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更に関する証明） 

第16条 規則第13条（軽微な変更に関する証明書の交付）に基づく軽微変更該当証明の対

象となる建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更は、規則第５条（建築物エネ

ルギー消費性能確保計画の軽微な変更）に規定する軽微な変更のうち、建築物のエネル

ギー消費性能に係る計算により、建築物エネルギー消費性能基準に適合することが明ら

かな変更で、次に掲げる変更以外の変更とする。 

(1) 建築物の用途の変更 

(2) 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業省令・国土交通

省令第１号。次号において「省令」という。）第１条（建築物エネルギー消費性能基

準）第１項第１号イに定める基準を用いる方法から同号ロに定める基準を用いる方法

への変更又は同号ロに定める基準を用いる方法から同号イに定める方法への変更 

(3) 省令第１条第１項第１号ロに定める基準を用いる場合におけるモデル建築物の変更 

２ 前項に規定する軽微な変更に該当する場合において、軽微変更該当証明を受けようと

する者は、事務手数料額計算書（様式第18号）並びに軽微変更該当証明申請書の１（様

式第19号）の正本及び副本に、それぞれ規則第３条第１項に規定する図書及び当該計画

の変更に係る直前の建築物エネルギー消費性能適合性判定に要した図書（変更に係る部

分に限る。）その他市長が必要と認める図書（次項において「添付図書」という。）を

添えて、市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る計画の変更が

第１項に規定する軽微な変更に該当すると認めるときは、軽微変更該当証明書の１（様

式第20号）に、軽微変更該当証明申請書の１の副本及び添付図書を添えて、申請者に交

付するものとする。 

４ 国分寺市事務手数料条例別表第２の93の項(1)の項に規定する市長が定める書類は、次

に掲げる書類とする。 

(1) 設計住宅性能評価書又はその写し 

(2) 長期優良住宅認定通知書又はその写し 

(3) 長期使用構造等確認書又はその写し 

(4) 低炭素建築物認定通知書又はその写し 

(5) 性能向上計画認定通知書又はその写し 



（平成29年規則第38号・追加、令和２年規則第55号・旧第16条繰下・一部改正、

令和７年規則第59号・旧第17条繰上・一部改正） 

（建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微な変更に関する証明） 

第17条 規則第28条（軽微な変更に関する証明書の交付）の規定により、建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の変更が規則第25条（建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微な

変更）の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付を受けようとする者は、軽

微変更該当証明申請書の２（様式第21号）の正本及び副本に、それぞれ規則第20条第１

項に規定する図書及び当該計画の変更に係る直前の建築物エネルギー消費性能向上計画

の認定に要した図書（変更に係る部分に限る。）その他市長が必要と認める図書（次項

において「添付図書」という。）を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る計画の変更が

同項に規定する軽微な変更に該当すると認めるときは、軽微変更該当証明書の２（様式

第22号）に、軽微変更該当証明申請書の２の副本及び添付図書を添えて、申請者に交付

するものとする。 

（平成29年規則第38号・追加、令和２年規則第55号・旧第17条繰下・一部改正、

令和７年規則第59号・旧第18条繰上・一部改正） 

（委任） 

第18条 この細則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

（平成29年規則第38号・旧第16条繰下、令和２年規則第55号・旧第18条繰下、令

和７年規則第59号・旧第19条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 法附則第１条第２号に規定する法の公布の日から起算して２年を超えない範囲内にお

いて政令で定める日前において、計画認定申請又は計画変更認定申請をしようとする者

は、当該申請の前に、当該申請が法第30条第１項各号に掲げる基準に適合しているか否

かについて、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）第76条

（登録建築物調査機関の調査を受けた場合の特例）第１項に規定する登録建築物調査機

関（以下「登録建築物調査機関」という。）による審査を受けることができる。 

３ 前項の規定は、基準適合認定申請をしようとする者について準用する。この場合にお



いて、同項中「法第30条第１項各号に掲げる基準」とあるのは「建築物エネルギー消費

性能基準」に読み替えるものとする。 

４ 前２項の場合において、国分寺市事務手数料条例別表第２の75の項から77の項までの

市長が指定する者は、登録建築物調査機関とする。 

５ 第２項の場合において、規則第１条第１項に規定する所管行政庁が必要と認める図書

は、申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が法第30条第１項各号に掲げる基準

に適合することを示す書類（登録建築物調査機関が作成したものに限る。）を有する場

合にあっては、当該書類とする。 

６ 第３項の場合において、規則第７条第１項に規定する所管行政庁が必要と認める図書

は、申請に係る建築物のエネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能基準に適合す

ることを示す書類（登録建築物調査機関が作成したものに限る。）を有する場合にあっ

ては、当該書類とする。 

附 則（平成29年規則第38号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年規則第55号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式で、現に用紙が残存しているもの

に限り、必要な訂正を加えて、これを使用することができる。 

附 則（令和３年規則第３号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第19号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第59号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式で、現に用紙が残存しているもの

に限り、必要な訂正を加えて、これを使用することができる。 

附 則（令和４年規則第17号） 



この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年規則第113号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式で、現に用紙が残存しているもの

に限り、必要な訂正を加えて、これを使用することができる。 

附 則（令和５年規則第22号） 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和５年４月１日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式で、現に用紙が残存しているもの

に限り、必要な訂正を加えて、これを使用することができる。 

附 則（令和６年規則第15号） 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和６年４月１日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式で、現に用紙が残存しているもの

に限り、必要な訂正を加えて、これを使用することができる。 

附 則（令和７年規則第59号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式で、現に用紙が残存しているもの

に限り、必要な訂正を加えて、これを使用することができる。 


